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●1	 はじめに

都市において、私達が日常生活を営み、企業が事業活

動を行うためには、「必要な物資が、必要な数量だけ、必

要な場所・時間に届けられる」ことが不可欠である。昨

今、「物流」は、都市の機能を支える上で不可欠な要素で

あると認識されている。物流は主に民間企業が行う活動

であるが、物資の積替え、保管、輸配送といった一連の活

動から成り立ち、これらの活動を行うためにはスペースを

必要とする。例えば、トラックの荷さばき駐車場、物資の

保管や積替えを行うための物流施設がこれに該当する。

物流業界の人手不足が進展し、物流を効率化しなければ

ならない状況下において、まちづくりの中でこれらのス

ペースをどこにどれくらい確保するかを考えることは重要

である。

本稿では、当研究所が関わっている東京都市圏物資流

動調査を念頭に置きながら、最近の都市における物流の

課題を概説し、課題への対応を検討するにあたって、都

市物流施策の評価モデルを活用することが有効であるこ

とを指摘する。今後、東京都市圏物資流動調査の調査結

果が整備され公表された後に、当研究所では都市物流施

策の評価モデルの構築に着手する予定である。本稿は、

モデル構築に向けてこれまでに行ってきた既往研究のレ

ビュー、モデル開発の方向性に関する検討内容を報告す

るものである。

●2	 物流に関する都市・交通課題と分析・解
析の視点

（1）近年の物流に関する都市・交通課題

a） 宅配の増加による住宅地の都市・交通課題

商業施設が様々な形態で立地・集積する中心市街地に

ついては、これまでも、店舗へ商品を配送するトラックの

駐車・荷さばき場所の不足や、商品の配送と人の交通の

錯綜の問題が指摘されてきた1）。近年は、ネットショッピ

ングの普及に伴う宅配の増加によって、中心市街地に加え

て、住宅地における宅配トラックの駐車・荷さばきの問題

も注目され始めている。

家計消費状況調査（総務省）によると、ネットショッピン

グを利用する世帯の割合は増加傾向にあり、2023年には

全世帯の約半数（49.1％）となっている。また、これに伴っ

て、1人が平均的に受け取る宅配便の個数も増加しており、

2015年には年間30個程度だったが、2022年には年間

40個程度となっている（図－1）。

今後も宅配が増加すれば、図－2に示すとおり、これま
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図－1　ネットショッピングや宅配の近年の推移
出典：家計消費状況調査（総務省）、人口推計（総務省）、宅配便
取扱実績（国土交通省）より IBS 作成
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図－2　宅配の増加による物流の変化
出典：IBS 作成
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で私達が実店舗で買物し、家に持ち帰っていた商品が、

宅配によって自宅に直接届けられるようになる。そうなる

と、住宅地に集まる物流量や宅配トラックの交通量が増

加すると考えられる。

一般的に、宅配は、中小型トラックによって住宅の近く

まで運ばれ、路上や路外の駐車スペースに駐停車して荷

下ろしをした上で、配達員が各戸（あるいは宅配ボック

ス）に届けるという運び方が多い。

住宅地における配送の問題として、最近、宅配事業者、

通販事業者からよく聞かれるのは、宅配トラックが駐停

車できる場所が不足しているという問題である。例えば、

多くの人が居住する都市部の大規模マンションでは、宅

配トラックが集中するため、駐停車スペースの取り合いに

なっている施設がある。また、戸建て住宅が密集し狭隘

な道路しかない地区では、路上にトラックを停車させる

ことが難しいため、宅配事業者は届け先から離れた場所

にトラックを駐車させ、そこから台車等で商品を運ぼうと

するが、そのような駐車スペースの確保も難しい場合があ

る。ネットショッピングや宅配の利便性を確保しようとす

ると、住宅地において宅配トラックの駐停車スペースをど

こにどれくらい確保したらよいかを検討することは重要と

考えられる。

また、宅配事業者・通販事業者は、効率よく商品を住

宅に運ぶために、商品の積替えや一時保管を行うための

物流施設を、住宅地からさほど遠くない場所に設置する

ニーズを有している。こうした施設がないと、宅配トラッ

クが物流施設と住宅地の間を長距離移動しなければなら

ず、トラック運転手の労働時間の長時間化やトラックの排

出ガスの増加につながり、好ましくない。ネットショッピ

ング、宅配の普及に対応して、物流施設をどこにどれくら

い立地誘導するかは重要な検討課題である。

b） 物流の2024年問題と都市・交通課題

最近「物流の2024年問題」という言葉を頻繁に見聞

きするようになった。「物流の2024年問題」とは、簡単

に言うと、今後、トラック運転手の労働力の不足によって、

私達の手元に物資が安定的に届かなくなる可能性がある

という問題である。

2024年4月から、物流業界では働き方改革を進めるた

め、トラック運転手を対象とした「時間外労働の上限規制

（年間960時間）」の適用が開始された。これに合わせ

て、運転手の労働時間等の基準を定めた「改善基準告示」

（厚生労働省）2）が改正され、トラック運転手の拘束時間

の上限が引き下げられた。これらの動きは、トラック運転

手の労働環境の改善を狙ったものではあるが、トラック運

転手の労働時間の短縮を促すものであるため、トラック

運送業界の輸送能力の低下や輸送サービス水準の低下

に繋がることが懸念されている（図－3）。「物資が安定

的に届かなくなる」事態を回避するため、企業は業種の垣

根を超えた物流効率化の取り組みを進め、国はそれを支

援するための大規模な対策に乗り出している2）、3）。

2024年問題は、喫緊の差し迫った問題であるが、それ

と同時に、今後も続く中長期的な問題でもある。したがっ

て、物流の持続性を確保するために、まちづくりの中で長

い目で見た対応を行うことも重要である。

例えば、近年、長距離輸送を行うトラック運転手は、改

善基準告示に示された休息時間（1日9時間以上）を確保

するため、高速道路のサービスエリア/パーキングエリア

（SA/PA）に長時間駐車しており、高速道路SA/PAは夜

間を中心に大型トラックの混雑が大きな問題となってい

る4）。こうした状況の中で、運送業界では、1人のトラック

運転手が長時間運転をしなくて済むように、輸送経路の

途中に中継拠点を設け、そこで運転手を交代して運ぶ中

継輸送の取り組みなどを試行している。ただし、トラック

運転手の休息や中継のためのスペースを高速道路内に確

保することには限界があると思われる。近年、立地が進ん

でいる高速道路インターチェンジ近傍の物流施設におい

て、休息や中継のための空間を提供できるとよいのかもし

れない。こうしたことを考慮に入れ、輸送を効率化するた

めに、高速道路沿線を含めて物流拠点をどこにどれくらい

●2024年４月～： トラック運転手の時間外労働960時間上限規制の適用開始

●2024年４月～： 改正改善基準告示の適用開始
※１年の拘束時間：原則3,300時間
※１か月の拘束時間：原則284時間、最大310時間
※１日の休息期間：継続11時間を基本とし、９時間下限

以下のような問題の発生が懸念

●運送業者

• これまでの物流を
維持するためには、
トラック運転手の増
員が必要だが、人
材が確保できない

●荷主

• 荷物が指定した日時
に届かないかもしれ
ない

• 荷物を運んでもらえ
なくなるかもしれない

●消費者

• 当日、翌日配送の宅
配サービスが受けら
れないかもしれない

• 水産品、成果物など
新鮮なものが手に入
らないかもしれない

図－3　物流の2024年問題の概要
出典：公益社団法人全日本トラック協会ホームページを参考にし
て IBS 作成
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立地誘導するかを検討することは重要と考えられる。

（2）モデルによる分析・解析の重要性

上述のような課題への対応を検討するためには、住宅

地への配送の実態、長距離トラックの幹線輸送の実態、

物流施設の立地の実態を理解することが重要である。し

かし、既存の統計調査（例えば、物資流動調査、物流セン

サス等）を用いた現況分析のみから、宅配トラックが住宅

地への配送をどのように行っているか、商品の幹線輸送

がどのように行われているか、広域物流施設、都市内集配

施設がそれぞれどのような場所に立地しているか等の全

体傾向を定量的に把握することは極めて困難である。そ

のため、統計調査でサンプルとして把握された住宅地へ

の宅配、長距離トラックの幹線輸送、物流施設の立地の

実態や影響要因（例えば、積載品目、輸配送距離等）に関

するデータから、運送事業者や荷主など物流に関連した

企業の物流活動を表現することができる数理モデルを構

築し、モデル・シミュレーション等を用いて、推計ベースで

はあるが統計調査のみからはわからない輸配送の特徴を

確認することには意味がある。

また、近年、ICTの発達、労働力不足の進展等、物流を

巡る状況は大きく変化している。これらの変化が今後の

企業の物流活動をどう変化させ、行政における政策対応

にどのような影響を及ぼすかは、統計調査による現況分

析からはわからない。そのため、モデル・シミュレーション

によって、社会情勢の変化による今後の物流の変化に関

する推計を行い、将来の見通しを示すことも有効だと思

われる。

●3	 都市物流施策の評価モデル

（1）評価モデルの既往研究

a） 物流施設の立地選択行動のモデリング

物流施設の立地が土地利用に及ぼす影響は重要な研

究課題の1つである。近年は、国内外ともに、物流施設の

スプロール化（郊外化）に着目した研究が多い。萩野ら5）

は、物資流動調査のデータ等を用いて物流施設や工場・

商業施設といった施設立地モデルを構築し、東京都市圏

臨海部への人口増加が物流施設立地に及ぼす影響や、

物流施設の立地誘導施策について分析している。また、

Sakai et al.6）、7）は、物流施設の立地が物資輸送に及ぼ

す影響等を評価可能なモデルを構築した。東京都市圏を

対象とした物流施設に関する複数の土地利用パターンの

比較検討の結果は、物流施設を都心に一局集中させるパ

ターンが都市圏全体の物資輸送の効率化には必ずしもつ

ながらないこと、都市圏に住む人々に万遍なく物資を届け

るためには適度な郊外立地も必要であることを示唆して

いると解釈することができる。また、平田ら8）は、物資の

搬出入先の位置との関係を考慮した物流施設の立地場所

選択モデルを構築し、物流施設の立地が物資輸送の効率

性に及ぼす影響等を検討可能な分析的枠組みを提案して

いる。

前節で説明した宅配の増加によって、今後、商品の消費

者への直接的な輸配送が増加し、物流施設の立地需要の

重心が都心部に近づいていく可能性がある。また、「物流

の2024年問題」への対応として、運転手の乗り換えや物

資の積替えができる中継拠点の立地需要も生じている。

既往研究の物流施設の立地選択モデルにこうした近年の

動向を考慮することができれば、新たな視点から、都心

近郊や郊外部の物流施設に関連した土地利用問題を検

討することができると考えられる。

b） トラックの走行経路選択行動のモデリング

当研究所は、物資流動調査のデータ等を活用して、ト

ラック交通からみた道路ネットワークに関する研究に取

り組んできた。萩野ら9）は、道路幅員や交差点での曲が

りやすさなど、大型トラックの道路における走行しやすさ

を考慮した一般化費用を説明変数に加えた大型トラック

の経路選択モデルを開発した。岡ら10）は、車種や距離帯

を考慮して、ある程度大規模なネットワークにも適用可能

なモデルを構築し、トラックの経路選択のシミュレーショ

ン分析への適用可能性や、リンク交通量の推計可能性等

を検討している。これらのモデルを用いて、トラック輸送

を効率化する観点から、圏央道など高速道路の整備の影

響評価等も行ってきた。

物流の2024年問題や環境問題への対応のため、これ

まで以上にトラック輸送を効率化することが重要となっ

ている。トラック交通の効率化に寄与する道路ネットワー

クのあり方を検討するニーズは大きいと思われ、トラッ

クの経路選択モデルを適用した解析・分析は引き続き重

要性が高いと考えられる。また、宅配の増加に伴い、今後

は、大型トラックのみならず、宅配を担う中小型トラックの

交通量を分析可能なモデルが求められるかもしれない。

ネットショッピングの普及や夜間人口の変化に伴い、今

後、住宅地にどれくらいの宅配トラックが集まるのかを分
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析・解析できるようになれば、前節で述べた住宅地にお

ける駐停車場所不足等の問題への対応も検討できると思

われる。

c） エージェントベースのモデル

近年、都市物流施策を評価するためのモデルとして注

目されているのが、エージェントベースのモデルである。

Sakai et al. 11）は、都市の物流を統合的に分析するた

めのエージェントベースの都市貨物交通モデル（以下、

SimMobility Freight）を提案している。SimMobility 

Freightは、商品契約、物流計画、配送計画、駐停車場所

の選択といった企業の物流に関連したさまざまな意思決

定を記述するサブモデルから構成される分析的な枠組み

である。モデル全体として見ると、企業のそれぞれの意思

決定が相互に影響し合うことが考慮されており、物流施

設などの土地利用、物資流動OD、貨物車の交通量や交

通流への影響等を一体的かつ整合的に検討することが

できるとされている。また、四段階推計モデルのような集

計レベルのアプローチとは異なり、非集計レベル（事業所

単位および貨物車単位）のアプローチを採用しているた

め、業種、規模、地域、車種など、企業や車両に関するさ

まざまな属性ごとに、物流の実態や施策等による影響等

を計算することができる。

最近、Sakai et al. 12）は、個人のネットショッピング

に関する選択行動（購入額、注文頻度、商品の受取方法

など）を表現するモデルを開発し、従来のSimMobility 

Freightにサブモデルとして追加した。これによって、

SimMobility Freightは宅配を含めた物流を分析・解析

できるようになっている。

SimMobility Freightを用いると、いくつかの前提条

件の下で、ネットショッピングの普及、物流の2024年問題

（トラック運転手の労働力不足）等のさまざまな社会情

勢の変化に伴う物流への影響を推計することができると

考えられる。同モデルによって、現在顕在化していないも

のの将来生じるかもしれない課題を前もって把握するこ

とや、それに基づき、今後の都市物流政策の検討を行うこ

とができると思われる。

（2）評価モデルの開発の方向性

a） 評価モデルの必要性

人口減少・高齢化、ネットショッピングの普及、働き方

改革に伴う物流の2024年問題等、物流を取り巻く環境

は大きく変化している。不確実な要素が数多く存在する

中、確かな未来を予測することは困難だが、起こりえる事

象を幅広に想定し、様々な可能性があることを理解してお

くことが求められている。そのためには、都市の物流実態

を調査するとともに、その活動・行動を分析・モデリング

することが必要である。実態調査は現状を知ることに役

立つが、モデルは実態調査だけでは分からないことに対し

て、シミュレーションを通してギャップを埋め、現状に対

する理解を深めることに役立つと期待される。

b） 評価モデルの活用方法

評価モデルの活用方法は2点あげられる。1点目は現況

分析への活用である。調査されたサンプルデータをもと

に、都市の物流活動をミクロにシミュレーションし、これ

をもとに都市の物流実態を分析することで、実態調査の

みからは把握が難しいミクロな分析にも活用することが

期待される。

2点目はシナリオ分析への活用である。ただし、確かな

将来を予測するのではなく、構築したモデルを用いて、社

会動向の変化や施策の実施が都市物流に及ぼす影響を

シナリオ的に分析することが考えられる。将来起こりうる

変化を多角的に捉えて将来に対する理解を深めた上で、

施策検討へ活用することが期待される。

c） 評価モデルの開発方針

物流を取り巻く社会情勢が複雑化し、将来を見通すこ

とがますます難しくなる中で、都市物流施策を評価するた

めにはエージェントベースのモデルが有効と考えられる。

当研究所は、今後、東京都市圏物資流動調査の調査結果

が公表された後に、前述の評価モデルの必要性と活用方

法を念頭に置き、物流施設の立地選択行動や貨物車の

経路選択行動、さらには世帯の宅配受取行動を内包し、

都市の物流を一体的に分析・解析することができるエー

ジェントベースのモデルの構築に取り組む予定である。具

体的には、SimMobility Freight（Sakai et al., 2020）

を参考にしながら、世帯の宅配受取行動を考慮した都市

物流施策の評価モデルを開発することを想定している。

ただし、既存のSimMobility Freightには、物流施設の

立地選択行動を既述したサブモデルが含まれていない。

物流施設に関する土地利用問題を考察するためには、こ

れを組み込む必要があるため、物流施設の立地選択モデ

ルと都市物流施策評価モデルを相互に連携させたモデリ

ングを行うことを検討している。



� IBS Annual Report 研究活動報告 2024 69

� Ⅳ．自主研究活動報告

●4	 おわりに

本稿では、ネットショッピングの普及や物流の2024年

問題等、昨今の都市物流の課題と分析・解析の視点を概

説した。続いて、都市物流のモデリングに関する既往研究

をレビューした上で、弊社が今後取り組む都市物流施策

評価モデルの開発の必要性や方向性を述べた。

物流を巡る社会情勢は目まぐるしく変化し、スタート

アップをはじめとする新たなプレイヤー・プラットフォー

マーが登場する等、都市の物流活動はますます複雑化・

多様化していくことが考えられる。確かな未来を予測する

ことは困難だが、起こりえる事象を幅広く想定し、さまざ

まな可能性があることを理解しておくためには、都市の物

流実態を調査するとともに、その活動・行動を分析・モデ

リングすることが必要不可欠であると思われる。当研究

所では、引き続き関連する動向にアンテナを張りつつ、今

後は、都市物流評価モデルの開発・構築に取り組んでい

きたいと考えている。
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